
地域公共交通確保維持改善事業（計画推進事業） 

平成２８年度事業評価案について 

１．計画推進事業 

  地域ぐるみ（行政、事業者、住民、地元商店街等）による利用促進、公共

交通サービスの情報提供等、地域公共交通の確保・維持に向けた取組みを継

続的に実施し国が支援するもの。

２．計画推進事業交付申請 

・ 地域公共交通網形成計画の内容を具体化させる形で事業の実施内容、実施

主体などについて記載するもの。

・ 申請書を平成２８年４月に国へ提出し、交付決定を受けた。

３．自己評価 

（１）自己評価内容

  申請した事業について適正に実施されたかを評価するとともに、今後の改

善点などを明らかにするもの。

（２）自己評価の提出期限

平成２９年１月３１日

（３）自己評価概要

各事業とも計画どおり実施された。

 今後、事業者とも連携し、さらなる利用促進をめざし実施事業の推進を

図る。

資料 ５
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別添１

平成29年1月26日

協議会名：木津川市地域公共交通総合連携協議会

①事業の結果概要
③事業の今後の改善点

（特記事項含む）

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（計画推進に係る事業）

※評価にあたっては、「事業評価を通じた地域公共交通確保維持改善事業の効果的実施にむけて（ガイダンス）」（平成25年11月）を参照し、実施。

②事業実施の適切性

　企画乗車券の作成 A
事業が計画に位置づけられたとおり、適切に実
施された。

コミュニティバスが１日乗り放題となる「１日フリー乗車
券」を作成し、市役所や各支所の他１９箇所で販売し
た。今後、時刻表や公共交通だより等によりＰＲを強化
し、１日フリー乗車券の販売枚数の増加を図る。

　広報（公共交通だよりの作成、配布） A
事業が計画に位置づけられたとおり、適切に実
施された。

　公共交通だよりを毎月発行し、沿線おでかけスポッ
ト、利用状況や運行情報等について案内した。平成２８
年１２月には１００号記念としてカラー版を作成した。今
後も運行事業者とも連携しながら、タイムリーな情報提
供を行うことで利用促進を図る。

　利用しやすい時刻表の作成、配布 A
事業が計画に位置づけられたとおり、適切に実
施された。

　ダイヤ改正にあわせ、わかり易く利用しやすい時刻
表を作成し、広報紙に折込み、全世帯に配布するほ
か、公共施設や観光施設に配架するなど一層の利用
促進を図る。
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木津川市地域公共交通総合連携協議会   事業名：平成２８年度調査事業（計画推進事業）

計画推進事業の概要

参考資料

具体的取り組みに対する評価

アピールポイント（特に工夫した点）

形成計画への影響

※枠が足りない場合等適宜作成可、必要に応じて参考資料を添付願います。

評価から得られた課題、対応

 平成２７年度の木津川市コミュニティバスの利用者数は、平成２１年度と比較す
ると７割程度となっている。また、コミュニティバスの運行経費は、約１億２千万円
で、木津川市の負担金額は、約５千万円となっている。
 持続可能なコミュニティバスの運行を行うため、引き続き活力と魅力あるまちづ
くりを推進するとともに、高齢者など移動手段を持たない方にとって必要不可欠
な公共交通を維持するため、利用促進を行い、公共交通のサービスレベルの維
持、改善につなげる。

【計画内容】
・広報（公共交通だより）の作成、配布
・わかり易い時刻表の作成、配布
・企画乗車券の作成

【定量的な目標】
・コミュニティバス年間利用者数の増加
木津川市地域公共交通網形成計画の目標値
平成３１年度：３０万人

人   口：７.５万人 （平成２８年１２月末現在） 
面   積：８５.１３平方キロメートル 
高齢化率：１９.１％ 
協議会等開催状況：H２０年５月  第1回協議会開催 

H２１年３月 木津川市地域公共交通総合連携計画策定 
   Ｈ２５年８月 木津川市地域公共交通総合連携計画変更 

 H２７年３月 地域公共交通網形成計画策定 

市内には、ＪＲ線及び近鉄線が
運行している。 
バスは、市内の主要駅を起点
に路線バス（奈良交通）及びコ
ミュニティバスが運行しており、
公共施設や観光施設等へアク
セスすることができる。

 時刻表は、平成２９年３月のダイヤ改正に合せて作成し、広報紙に折込み全戸配布する。ま
た、鉄道の時刻表、１日フリー乗車券の販売場所やＩＣカードの利用方法等を案内し、利用し易
い時刻表を作成する。
平成２０年より毎月発行している公共交通だよりは、平成２９年１月時点で１０１号まで作成し、

コミュニティバス等に係る情報発信を図ってきた。
また、１日フリー乗車券は有効期限の延長に伴い色彩を変更するとともに、販売場所を増加

することで販売枚数の増加を図った。

 利用促進活動を実施することで、コミュニティバスの利用者数は増加している路線があるもの
の、全体の利用者は減少しており、さらなる利用促進が必要である。今後、利用状況の分析強
化や運行事業者ワークショップの意見を整理し、公共交通に対する意識の把握や、持続可能
な公共交通を構築するための施策の検討を行う。

コミュニティバスの利用実態や運行内容の情報を発信するとともに、古寺として有名な浄瑠璃
寺や岩船寺への交通アクセスや沿線の観光情報等、観光振興を図りながらコミュニティバスの
利用促進を実施している。
 また、公共交通だよりでコミュニティバスの収支状況について、路線ごとに、運賃、運賃収入、
市補填額、利用者数、利用者１人当たりの市補填額を行財政改革の視点から公表し、コミュニ
ティバスの必要性や費用対効果、効率性などの観点で、持続可能な運行を実現するための情
報を周知している。

 本事業の取組みにより、市内観光施設への来訪者数が向上し、形成計画へ記載した事業の
効果である地域の活性化や生活環境の向上につながっている。
 今後、形成網計画に掲げている目標値を達成するため、効果的な利用促進策を継続して実
施していく。
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